
 

（仮称）秋田・潟上ウィンドファーム風力発電事業に係る 

計画段階環境配慮書に対する環境大臣意見 

 

本事業は、株式会社ウェンティ・ジャパンが、秋田県秋田市から潟上市にお

いて、最大で総出力60,000kWの風力発電所を設置するものである。 

本事業は秋田県による公募事業であり、エネルギー自給率の向上と温室効果

ガス排出量の削減に貢献することを目的としていることから、再生可能エネル

ギーの普及の観点からも望ましいものである。 

事業実施想定区域の大部分は、県道56号線沿いの県有保安林（飛砂防備保安

林、防風保安林及び保健保安林）であるクロマツ林地内にあり、事業実施想定

区域の東側には、多数の住居や学校等の配慮が特に必要な施設が存在する。ま

た、事業実施想定区域周辺には、ヒシクイやマガン等のガンカモ類やオオタカ

やミサゴ等の猛禽類等の重要な種が確認されており、マガン等のガンカモ類の

集団渡来地（越冬地・中継地）となっている「八郎潟調整池」が存在している

ことから、重要な鳥類の生息及び渡りへの影響等が懸念される。 

さらに、事業実施想定区域周辺においては、他事業者による風力発電所が設

置済み、環境影響評価手続中又は事業計画段階であることから、累積的な環境

影響が懸念される。 

これらを踏まえ、本事業計画の更なる検討に当たっては、本配慮書で検討し

た計画段階配慮事項に加えて、以下の措置を適切に講ずることが必要である。 

 

１．総論 

事業実施想定区域の周辺においては、他事業者による複数の風力発電所が設

置済み、環境影響評価手続中又は事業計画段階であることから、これら風力発

電所のうち本事業との累積的な環境影響が懸念されるものについては、明らか

になっている情報だけでなく、今後他事業者との情報共有・情報収集に努め、

そこで得られた情報も考慮した上で、本事業との累積的な環境影響について適

切な予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、風力発電設備及び取付道路等の

付帯設備（以下「風力発電設備等」という。）の構造・配置又は位置・規模（以

下「配置等」という。）を検討すること。 

 

２．各論 

（１）騒音等の影響 

事業実施想定区域の周辺には、住居、学校及び病院その他の環境の保全につ

いての配慮が特に必要な施設(以下「住居等」という。) が存在しており、工事

中及び供用時の騒音に係る影響が懸念される。 

このため、風力発電設備等の配置等の検討に当たっては、「騒音に係る環境

基準の評価マニュアル」(平成11年７月、環境省)等に基づき調査及び予測を行

い、環境影響を評価すること。その結果を踏まえ、住居等への環境影響を回避、

低減するよう、可能な限り住宅等から離隔すること。 

 

（２）風車の影の影響  

事業実施想定区域の周辺には、住居等が存在しており、供用時の風車の影に
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係る影響が懸念される。 

このため、風力発電設備等の配置等の検討に当たっては、住居等への影響に

ついて調査及び予測を行い、環境影響を評価すること。その結果を踏まえ、住

居等への環境影響を回避、低減するよう、可能な限り住宅等から離隔すること。 

 

（３）鳥類に対する影響 

事業実施想定区域及びその周辺には、既存文献において、ヒシクイやマガン

等のガンカモ類やオオタカやミサゴ等の猛禽類等の生息が確認されている。さ

らに、事業実施想定区域の北側においては、マガン等のガンカモ類の集団渡来

地（越冬地・中継地）となっている「八郎潟調整池」が存在していることから、

重要な鳥類の生息及び渡りへの影響等が懸念される。 

このため、重要な鳥類に対しての重大な環境影響を回避するため、風力発電

設備等の配置等の検討に当たっては、重要な鳥類に関する調査及び予測を行

い、専門家等からの助言を踏まえ、環境影響を評価し、反映すること。 

 

（４）生態系に対する影響 

事業実施想定区域及びその周辺の大部分を占めているクロマツ林内には低

湿地帯、海岸部、草地などの環境も含まれており、それらに依存する希少な種

が生息・生育する可能性もあることから、当該環境への影響を回避又は極力低

減すること。また、事業実施想定区域のクロマツ林が飛砂防備保安林及び防風

保安林に指定されていることからも明らかであるように、事業実施想定区域は

日本海からの卓越風の影響を強く受けている。このことから風力発電設備等の

設置のためにクロマツ林を伐開すると、風の吹き抜けや、新たに生じた林縁部

分から強風や乾燥等の害による、クロマツ林の劣化が生じるおそれがある。 

  このため、事業計画の検討に当たっては、無立木地や既存道路を活用する

こと等により、大規模な地形の改変やクロマツ林を新たに伐開する面積を極

力低減し、新たに生じる林縁部分や切土・盛土法面等が最小限となるように

すること。 

 


